
歳出総額  88億5,165万1千円 歳出総額  88億5,165万1千円 歳入総額  96億4,607万3千円 歳入総額  96億4,607万3千円 

一般会計 
歳出総額 
88億5,165万 
1千円 

一般会計 
歳入総額 
96億4,607万 
3千円 

町税 
52億4,880万 
7千円 

（54.4%） 

民生費 
21億7,841万3千円 
（24.6％） 

土木費 
14億7,847万 
9千円 

（16.7％） 教育費 
11億8,297万 
９千円 
（13.4％） 

公債費 
10億7,766万 
4千円 

（12.2％） 

総務費 
10億9,897万 
4千円 

（12.4％） 

諸収入  2億4,087万2千円（2.5%） 

 
地方消費税交付金 
3億1,792万9千円（3.3%） 

繰入金 
6億1,908万6千円（6.4%） 

国庫支出金 
5億967万7千円（5.3%） 

町債  ４億7,710万円（4.9%） 

県支出金  ４億3,735万8千円（4.5%） 

地方譲与税  3億6,914万1千円（3.8%） 

地方交付税 
6億2,499万8千円（6.5%） 

その他 
8億81万 
5千円 

　（8.4％） 

議会費 １億２,９５３万５千円 （1.4％） 

労働費 １億４,０１８万円 （1.5％） 

消防費 ４億６,７８８万２千円 （4.9％） 

町税 
52億4,880万7千円 

の内訳 

※老人保健医療事業特別会計の歳入歳出不足額は、 
　翌年度歳入繰上充用金で補てん。 

特別会計区分 

国民健康保険事業 

財産区 

老人保健医療事業 

下水道事業 

介護保険事業 

（小　計） 

32億8,667万9千円 

10億8,921万2千円 

20億4,432万4千円 

8億8,671万9千円 

13億7,903万4千円 

86億8,596万8千円 

30億4,101万9千円 

1,599万円 

20億8,020万2千円 

8億8,671万9千円 

12億3,704万4千円 

72億6,097万4千円 

2億4,566万円 

10億7,322万2千円 

△ 3,587万8千円 

0千円 

1億4,199万円 

14億2,499万4千円 

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額 

＜歳入＞ 
町税…所得にかかる町民税や土地・建物に係る固
定資産税など 
町債…事業を行うために借り入れたお金 
地方交付税…町の財政需要に応じて国から交付さ
れるお金 
国庫支出金、県支出金…事業を行うための国や県
からの負担金や補助金 
繰入金…各種基金（預金）から一般会計へ繰り入
れたお金 
＜歳出＞ 
土木費…道路や公園の整備など　民生費…高齢者
や障害者、児童のための福祉など　教育費…学校
や公民館の整備など　公債費…町債などの借入金
の返済　総務費…財産管理や企画・税務事務など
　衛生費…ごみ・し尿処理や予防接種など　消防
費…消火・水防活動など　労働費…労働者への福
利厚生など　議会費…議会の運営など　農林水産
業費…農業・水産業の振興など　商工費…産業の
振興や観光など 

用語解説  

借　　方 貸　　方 

借　　方 貸　　方 

有形固定資産  １４９．５万円 
（うち土地  ８４．６万円） 

投資など  ７．２万円 
 
流動資産  １７．６万円 正味資産  １４１．８万円 

計  １７４．３万円 計  １７４．３万円 

有形固定資産 
学校、道路、橋、庁舎など 
 ５１２億２千万円 
（うち土地　２８９億６千万円） 

投資など 
基金など（固定的なもの） 
出資金など 
 ２４億８千万円 

流動資産 
現金預金、基金（現金化が 
容易なもの） 
未収金（税など） 
 ５９億９千万円 

正味資産 
国、県の補助金、資産形成 
に使った一般財源など 
 ４８５億６千万円 

計 ５９６億９千万円 計 ５９６億９千万円 

負債 
借入金（町債）※ 
 ８８億６千万円 
退職給与引当金※ 
 １５億２千万円 
翌年度償還予定額 ７億５千万円 
負債計 １１１億３千万円 

（千万円単位で端数整理） 

負　　債  ３２．５万円 

議会費 １億3,235万5千円 （1.5％） 

労働費 １億3,873万7千円 （1.6％） 

消防費 4億3,873万円 （5.0％） 

商工費 7,013万8千円 （0.8％） 

農林水産業費 6,866万1千円 （0.7％） 

衛生費 
9億8,652万 
2千円 

（11.1％） 

固定資産税 
24億3,478万9千円 
（46.4％） 

町民税 
21億3,642万8千円 
（40.7％） 

都市計画税 
4億4,827万3千円（8.5％） 

町たばこ税 
1億8,814万9千円（3.6％） 

軽自動車税 
4,116万8千円（0.8％） 

平成18年度 

繰越金 1億6,237万4千円 

分担金及び負担金 1億4,640万5千円 

使用料及び手数料 １億1,962万9千円 

財産収入 １億1,762万円 

地方特例交付金 １億1,528万5千円 

自動車取得税交付金 7,185万4千円 

配当割交付金 2,266万4千円 

株式等譲渡所得割交付金 2,073万円 

利子割交付金 1,655万2千円 

交通安全対策特別交付金 770万2千円 

その他  8億81万5千円の内訳 

平成18年度のバランスシート（貸借対照表） 

平成18年度住民1人あたりのバランスシート 

※1　学校、道路など建設的な事業に
使われたお金の総額です。道路や建
物は減価償却（価格を見直す）をして
います。土地代は買った時の価格で
計上しています。 

※2　関係団体の出資金や公共施設整
備基金、国際交流基金など貯えてい
るお金です。 

※3　現金で持っているものの他、必
要時にすぐに現金化することができ
る財政調整基金、町税など町に納め
てもらうお金のうちでまだ収入され
ていないものです。 

※借入金　今までに学校、道路などを
建設するための財源として町が銀行
や国などに借金しているお金の残高
です。 

※退職給与引当金　町の職員が年度末
に全員退職した場合の退職金です。
実際、今払うものではありませんが、
将来発生するものとして負債に計上
しています。 

※4　今まで学校、道路などを建設す
るために使ったお金のうち、国や県
から補助金としてもらったものや税
金などの総額です。 

※
1

※
2

※
3

解　説 

※
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※
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※
3

※
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 人口 34,252人（Ｈ19.4.1現在） 

会
計
は
、
４
月
か
ら
翌
年
３
月
ま
で

の
「
年
度
」
で
区
切
ら
れ
て
い
ま
す
。

「
決
算
」
は
、
そ
の
年
度
に
お
い
て
ど
れ

だ
け
の
収
入
が
あ
り
（
歳
入
）、
そ
れ
が

ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
（
歳
出
）

を
分
類
し
て
集
計
し
た
も
の
で
す
。

播
磨
町
の
会
計
は
、
大
き
く
分
け
て

私
た
ち
の
生
活
に
最
も
関
わ
り
の
深
い

「
一
般
会
計
」
と
特
定
の
収
入
を
基
に
特

定
の
事
業
を
行
う
「
特
別
会
計
」
と
に

分
け
ら
れ
ま
す
。

一
般
会
計
で
は
、
皆
さ
ん
か
ら
納
め

ら
れ
た
税
金
や
国
や
県
か
ら
の
補
助
金

が
主
な
収
入
で
、
道
路
や
施
設
の
整
備
、

教
育
や
福
祉
事
業
な
ど
の
住
民
サ
ー
ビ

ス
に
使
う
お
金
は
、
こ
の
会
計
か
ら
支

払
い
ま
す
。

特
別
会
計
は
、
そ
の
目
的
の
事
業
に

の
み
お
金
が
使
わ
れ
、
播
磨
町
で
は
、

国
民
健
康
保
険
、
財
産
区
、
老
人
保
健

医
療
、
下
水
道
、
介
護
保
険
の
５
つ
の

特
別
会
計
が
あ
り
ま
す
。

平
成
18
年
度
の
一
般
会
計
の
決
算
額

は
、
歳
入
（
収
入
）
が
96
億
４
６
０
７

万
３
千
円
、
歳
出
（
支
出
）
が
88
億
５

１
６
５
万
１
千
円
で
、
差
し
引
き
７
億

９
４
４
２
万
２
千
円
と
な
り
、
こ
れ
か

ら
翌
年
度
（
平
成
19
年
度
）
へ
持
ち
越

す
１
億
４
０
０
５
万
３
千
円
を
除
く

と
、
実
質
６
億
５
４
３
６
万
９
千
円
の

黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

町
税
は
、
前
年
度
に
引
き
続
き
増
額

歳
入
に
つ
い
て
は
、
総
額
96
億
４
６

０
７
万
３
千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
て

５
億
１
３
２
６
万
８
千
円
、
5.1
％
の
減

額
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
う
ち
、
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い

た
だ
い
た
町
税
（
町
民
税
・
固
定
資
産

税
・
軽
自
動
車
税
・
町
た
ば
こ
税
・
都

市
計
画
税
）
は
、
52
億
４
８
８
０
万
７

千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
約
３
億
１

千
万
円
（
6.3
％
）
の
増
収
と
な
り
、
そ

の
要
因
と
し
て
は
景
気
の
回
復
基
調
を

反
映
し
た
法
人
及
び
個
人
町
民
税
の
大

幅
な
増
収
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

地
方
交
付
税
に
お
い
て
は
、
６
億
２

４
９
９
万
８
千
円
で
41
・
０
％
の
大
幅

な
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

町
の
貯
金
で
も
あ
る
基
金
か
ら
の
繰

入
金
は
、
６
億
１
９
０
８
万
６
千
円
で
、

う
ち
一
般
会
計
の
歳
入
不
足
を
補
う
財

政
調
整
基
金
か
ら
の
繰
入
は
５
億
８
１

９
５
万
３
千
円
で
す
。

町
債
（
町
の
借
金
）
に
お
い
て
も
27
・

０
％
減
額
の
４
億
７
７
１
０
万
円
と
な

っ
て
い
ま
す
。
主
な
も
の
は
、
普
通
交

付
税
か
ら
の
振
替
に
よ
る
臨
時
財
政
対

策
債
の
発
行
額
で
、
３
億
４
８
６
０
万

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

国
が
徴
収
し
て
い
る
税
を
一
定
の
基

準
に
よ
っ
て
地
方
団
体
に
譲
与
さ
れ
る

地
方
譲
与
税
は
、
３
億
６
９
１
４
万
１

千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
１
億
４
１

６
２
万
２
千
円
62
・
２
％
の
大
幅
な
増

額
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
所
得
税

か
ら
住
民
税
へ
の
本
格
的
な
税
源
移
譲

が
行
わ
れ
る
ま
で
の
間
の
暫
定
的
措
置

と
し
て
設
け
ら
れ
た
所
得
譲
与
税
が
大

幅
に
増
額
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の

で
す
。

歳
出
は
、
総
額
88
億
５
１
６
５
万
１

千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
６
億
４
５

３
１
万
６
千
円
、
6.8
％
の
減
少
と
な
り

ま
し
た
。

最
も
支
出
の
多
か
っ
た
「
民
生
費
」
は

21
億
７
８
４
１
万
３
千
円
で
全
体
の
24
・

６
％
を
占
め
、
健
康
い
き
い
き
セ
ン
タ

ー
な
ど
の
運
営
や
障
害
者
、
高
齢
者
な

ど
の
社
会
福
祉
事
業
に
12
億
５
５
９
４

万
２
千
円
、
児
童
手
当
の
支
給
や
保
育

園
の
運
営
な
ど
児
童
福
祉
事
業
に
９
億

２
２
４
２
万
１
千
円
を
使
い
ま
し
た
。

次
に
「
土
木
費
」
で
、
14
億
７
８
４

７
万
９
千
円
で
全
体
の
16
・
７
％
を
占

め
、
大
中
遺
跡
公
園
新
設
や
都
市
公
園

の
維
持
管
理
な
ど
都
市
計
画
事
業
に
８

億
７
５
４
８
万
２
千
円
、
大
中
二
見
線

な
ど
の
道
路
の
新
設
改
良
事
業
に
２
億

２
８
０
７
万
４
千
円
を
使
い
ま
し
た
。

「
教
育
費
」
は
、
11
億
８
２
９
７
万

９
千
円
、
全
体
の
13
・
４
％
を
占
め
て

い
ま
す
。
小
・
中
学
校
関
係
に
４
億
５

１
２
６
万
４
千
円
、
幼
稚
園
関
係
に
１

億
６
５
９
３
万
６
千
円
、
公
民
館
・
コ

ミ
セ
ン
・
図
書
館
な
ど
の
運
営
や
人
権

教
育
の
充
実
な
ど
社
会
教
育
関
係
に
３

億
６
５
０
万
３
千
円
、
そ
し
て
ス
ポ
ー

ツ
施
設
関
係
に
４
３
０
４
万
５
千
円
を

使
い
ま
し
た
。

「
公
債
費
」
は
、
10
億
７
７
６
６
万

４
千
円
で
全
体
の
12
・
２
％
を
占
め
、

各
種
施
設
な
ど
の
建
設
・
改
修
な
ど
の

た
め
に
借
り
入
れ
た
お
金
の
返
済
に
使

い
ま
し
た
。

５
つ
の
特
別
会
計
の
各
決
算
額
は
次

の
通
り
で
す
。

皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
は
私
た
ち
の
生
活
を

よ
り
良
く
す
る
た
め
に
い
ろ
い
ろ
な
形
で
使
わ
れ
て
い
ま
す
。

今
回
は
、
平
成
18
年
度
決
算
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ
　
総
務
グ
ル
ー
プ
　
1
０
７
９
（
４
３
５
）
０
３
５
７

「
年
度
」
と
「
決
算
」

歳
　
　
出

会
計
の
仕
組
み

一
般
会
計
の
決
算

特
別
会
計
の
状
況

歳
　
　
入

7
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用語解説 
・収益的収支　水道料金による収入と水を作ったり、家庭に
送るための維持管理経費などを中心とした営業活動の収支 

・水道料金　使用者の皆さんに支払っていただいた水道料金 

・受託工事収益　給水装置の新設または修繕などの工事受託
による収益 

・人件費　水道事業所で働く職員の給料など 

・受水費　兵庫県から水道水を買った費用。播磨町は約9割
を井戸水でまかなっていますが、井戸の延命を計り、また
災害などの緊急時に備えるため、一部を兵庫県から購入し
ています 

・減価償却費　施設の資産価値の減少分。将来、老朽化した
施設を更新するための財源となります 

・支払利息　施設建設の際に借りたお金（企業債）の利息 

・受託工事費　給水装置の新設または修繕などの受託工事に
要する費用 

・その他　水をつくるために必要な薬品や動力費、集金や検
針、水道管の修理や古くなったメーターの交換などにかか
った費用 

・資本的収支　古くなった水道施設の改良や新しい施設をつ
くるために必要な資金の収支 

・負担金　建設または改良工事のための工事負担金や新たに
水道水を使う時に支払っていただいた加入分担金や給水装
置負担金など 

・内部留保資金による補てん　減価償却費等資産を再構築す
るために積み立ててきた資金 

・建設改良費　古くなった水道管を付け替えたり、新しく水
道管を延ばしたりするのに要した経費 

・企業債償還金　施設建設の際に借りたお金（企業債）の元
金返済分 

収益的収支 収益的収支 収益的収支 収益的収支 
（税抜き） 

水道料金による収入と、水を作ったり家庭に送ったりするための 
維持管理経費などを中心とした営業活動の収支 

その他 
1億7,496万9千円 

人件費 
6,430万5千円 

受水費 
7,155万5千円 

内部留保資金 
による補てん 

2億2,779万8千円 

負担金 
6,976万8千円 

企業債償還金 
2億6,364万7千円 

建設改良費 
5,791万9千円 

減価償却費 
2億2,038万4千円 

支払利息 
7,218万5千円 

赤字 
3,673万6千円 

その他 
2,212万6千円 

受託工事収益 
445万2千円 

水道料金 
5億4,369万4千円 

受託工事費 
361万円 

【支出】 【収入】  【支出】  【収入】  

水道水1ｍ3当たりの給水原価の内訳 

その他 
32.77円 

減価償却費 
57.02円 

受水費  18.52円 

動力費  11.23円 
支払利息   18.68円 

人件費  17.42円 

資本的収支 資本的収支 資本的収支 資本的収支 
（税込み） 

古くなった水道施設の改良や 
新しい施設を作るために必要な資金の収支 

企業債 
2,400万円 

公営企業水 公営企業水 公営企業水 道事業の平成18年度決算報告 道事業の平成18年度決算報告 道事業の平成18年度決算報告 

主
な
収
入
は
、
受
託
事
業
の
減

少
に
よ
り
受
託
工
事
収
益
が
４
４

５
万
２
千
円
で
前
年
比
７
１
２
万

６
千
円
減
額
、
収
入
の
柱
で
あ
る

水
道
料
金
収
入
は
５
億
４
３
６
９

万
４
千
円
で
前
年
比
１
２
２
１
万

２
千
円
の
減
額
と
な
り
、
総
事
業

収
入
は
５
億
７
０
２
７
万
２
千
円
、

前
年
比
１
７
７
８
万
４
千
円
の
減

額
と
な
り
ま
し
た
。

主
な
支
出
は
、
借
入
金
の
利
息

が
前
年
比
１
４
２
７
万
９
千
円
減

少
し
、
７
２
１
８
万
５
千
円
に
な

り
ま
し
た
。
そ
の
他
、
受
託
工
事

費
が
前
年
比
５
３
０
万
２
千
円
減

の
３
６
１
万
円
に
減
少
、
そ
の
他

経
常
経
費
の
削
減
効
果
も
あ
り
、

支
出
総
額
で
前
年
比
１
５
９
９
万

６
千
円
の
減
少
の
６
億
７
０
０
万

８
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

よ
っ
て
、
平
成
18
年
度
収
支
で

は
、
３
６
７
３
万
６
千
円
の
純
損

失
（
赤
字
）
を
計
上
し
ま
し
た
。

給
水
原
価
と
は
、
水
１
立
方

を
作
る
の
に
必
要
な
費
用
の
こ
と

で
、
平
成
18
年
度
決
算
で
は
１
５

５
・
６
４
円
に
な
り
ま
し
た
。

供
給
単
価
と
は
、
皆
さ
ん
か
ら

い
た
だ
い
て
い
る
水
道
料
金
の
１

立
方

当
た
り
の
平
均
金
額
の
こ

と
で
、
同
決
算
で
は
１
４
０
・
６

９
円
と
な
り
、
給
水
原
価
が
供
給

単
価
を
約
15
円
上
回
り
ま
し
た
。

つ
ま
り
現
状
で
は
、
水
１
立
方

給
水
す
る
ご
と
に
15
円
の
赤
字
に

な
っ
て
い
ま
す
。

メ
ー
ト
ル

メ
ー
ト
ル

メ
ー
ト
ル

収
入
は
、
下
水
道
布
設
工
事
に

伴
う
工
事
負
担
金
、
水
道
を
新
規

に
開
設
す
る
際
に
必
要
と
な
る
加

入
分
担
金
や
給
水
装
置
負
担
金
、

高
金
利
対
策
借
換
企
業
債
２
４
０

０
万
円
な
ど
合
計
で
前
年
比
３
４

６
９
万
７
千
円
増
加
し
、
９
３
７

６
万
８
千
円
に
な
り
ま
し
た
。

支
出
に
つ
い
て
は
、
下
水
道
布

設
工
事
に
合
わ
せ
て
、
老
朽
管
の

布
設
替
・
改
良
、
第
３
浄
水
場
施

設
の
改
修
な
ど
を
行
い
、
建
設
改

良
費
は
前
年
比
６
７
１
万
６
千
円

減
少
し
５
７
９
１
万
９
千
円
と
な

り
ま
し
た
。

ま
た
、
企
業
債
の
元
金
償
還
分

と
し
て
、
２
億
６
３
６
４
万
７
千

円
支
出
し
ま
し
た
。

な
お
、
資
本
的
収
入
額
が
資
本

的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
２
億
２

７
７
９
万
８
千
円
は
、
内
部
留
保

資
金
で
補
て
ん
し
ま
し
た
。

水道事業では、住民サービスの向上と、業務におけるコスト
削減を徹底し赤字の解消を目指しているところですが、収益の
根幹である給水収益は、節水型社会への移行が定着しつつある
ため、今後増加することが見込めません。限られた収益のなか、
業務コストの削減・見直し、計画的な水道施設修繕・更新を行
うことで、費用を削減し、安易な水道料金の値上げをすること
のないよう努力します。
主な事業予定は次の通りです。
①鉛管対策事業
町内全域で約2,650戸残る鉛管を平成18年度よりおおむね

10ヵ年で順次取り替えを行っています。
②第3浄水場施設の更新
平成19年度より老朽化した浄水場施設の更新を行っています。

●●財務諸表などを町のホームページにて公開しています●●
播磨町ホームページアドレス　http://www.town.harima.lg.jp
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《今後の事業展望》

水
道
事
業
は
独
立
採
算
制
│
│
│
│
│
│
│

水
道
事
業
は
、「
地
方
公
営
企
業
」
と
し
て
法
律
に
よ
り
税
金
を
使
わ
ず
に
、
使
用
者

の
皆
さ
ん
か
ら
い
た
だ
く
水
道
料
金
に
よ
り
運
営
す
る
よ
う
に
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
を
「
独
立
採
算
制
」
と
い
い
、
税
金
や
国
な
ど
の
補
助
金
な
ど
で
運
営
さ
れ
る
町

の
会
計
と
は
全
く
違
っ
た
運
営
形
態
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
会
計
方
式
は
企
業
会
計
方
式
を
と
っ
て
お
り
、
収
益
的
収
支
と
資
本
的
収
支

の
２
本
立
て
で
会
計
処
理
し
、
民
間
企
業
の
よ
う
に
財
務
諸
表
と
呼
ば
れ
る
「
損
益
計

算
書
」
や
「
貸
借
対
照
表
」
を
作
成
し
て
い
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ
　
水
道
グ
ル
ー
プ
管
理
チ
ー
ム
　
1
０
７
９
（
４
３
５
）
２
３
７
９

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

給
水
原
価
と
供
給
単
価

9
広報はりま 19.12

8
広報はりま 19.12




